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研究成果の概要（和文）：超高齢者化社会において、軽度の要介護者に対する自立支援は重要な課題である。し
かし、多職種の連携方法に難渋するなど、効果的な支援方法はいまだ不明である。
我々は関係多職種が連携するために、「生活目標設定手法（Life Goal Setting Technique : LGST）」を導入し
た介護予防ケアマネジメントを考案した。平成29，30年度の通所型サービス参加者に用いた結果、家事や趣味活
動など活動や参加が改善した。活動や参加が改善した人は１年後に自立度が向上した。軽度の要介護認定者に対
する自立支援において、活動や参加を支援することが重要であることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The “self-support” for the mild need long-term care is essential issue in 
the high aging society. However, the effective methods still remain unclear because of difficulties 
in multidisciplinary team. 
We constructed the preventive care management by a multidisciplinary approach with Life Goal Setting
 Technique (LGST). The activities such as house work and hobby improved, when we used our preventive
 care management for the participants using the day service C in 2017-18. The participants, who 
indicated improvement in activities, improved degree of independence at one-year later. We revealed 
that it is important as the “self-support” for the mild need long-term care to support 
participant’s activities.

研究分野：作業療法

キーワード： 介護予防　生活目標　活動と参加　虚弱高齢者　介護予防ケアマネジメント　通所型サービスC　目標設
定　多職種連携

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義は、軽度要介護者の支援では、活動や参加の向上を支援することが自立度につながることを明らかに
したことである。
社会的意義は活動や参加の向上を支援する多職種連携の介護予防ケアマネジメントの方法を構築したことであ
る。これは国内の多くの市町村で応用可能と考えられ、事業対象者や要支援者の自立支援に貢献できることであ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
我が国は超高齢化社会を迎え、要介護高齢者の増加、特に軽度者の増加が課題となっている。
軽度者は適切な支援により自立することが可能と考えられるが、要介護状態に至る要因は運動
など単一の機能低下だけでなく環境の変化などさまざまである。よって、自立支援には専門多職
種の連携が必要であり、さらに不活発な生活を改善する活動や参加の支援が重要であると考え
られた。 
しかし、専門多職種の連携に難渋するなど、高齢者の活動や参加を支援する効果的な方法は明
らかになっていなかった。 

 
２．研究の目的 
介護予防日常生活支援事業の通所型サービス C において、多職種連携による活動や参加を改
善する効果的な支援方法を開発すること、さらに開発した方法による活動や参加の改善効果、お
よび自立支援に関連する要因を検討することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（研究１） 
【目的】多職種連携による活動や参加を改善する効果的な支援方法を開発する 
【方法】平成 28年に、これまでの研究１）を発展させ、要支援者のケアプランの調査から困難な
日常生活活動や社会生活活動を抽出し、独自の総合事業用介護予防ケアプラン(予防プラン)と多
職種の連携方法を検討した。連携方法はこれまでの研究１）で検討した方法を援用した。これを
要支援者と総合事象対象者が参加する平成 29年度の通所型サービス Cに用いた。基本チェック
リストの点数、主観的健康感、IADLの指標として Frenchay Activities Index（FAI）と教室終
了後 3カ月の社会参加状況を調査した。 
【結果】（１）関係多職種が連携し、活動や参加を支援する「生活目標設定手法（Life Goal Setting 
Technique : LGST）」を導入した介護予防ケアマネジメントを開発した。 

1）介護予防ケアマネジメント用紙（図１）の開発 
生活状況のアセスメントと生活目標の設定を重視し、生活目標を具体的にできるようにした。
高齢者が低下しやすい機能レベルや日常生活の課題は生活目標を支えるものとし、生活目標は
役割や趣味、家事活動などの枠組みとした。 

2）介護予防ケアマネジメント用紙を用いたケアマネジャーが設定した生活目標の結果 
これまで、生活課題（生活目標）は健康状態や心身機能レベルが多かったが、活動や参加レベ
ルで設定できるようになった 2）（表 2）。 

3）関係多職種の連携方法の開発 
カンファレンスにおいて、これら機能や日常生活の課題の解決及び、活動や参加レベルの生活
目標を達成するための役割を具体的にした。 
主眼としたことは、通所型サービス C 参加時に身体機能、口腔機能、栄養状態といった機能
面の向上に加え、個々の高齢者が通いの場への参加や趣味・IADL 活動の実行につながるよう、
環境調整や課題解決に向けた支援を多職種（地域包括支援センターのケアマネジャー、保健師、
栄養士、歯科衛生士、作業療法士）が連携するものである 3）。 
 

 図１ 介護予防ケアマネジメント 2） 

 



表 2 介護予防ケアマネジメントで設定された生活目標の枠組みと内容 2） 

 
（研究２） 
【目的】開発した「生活目標設定手法（Life Goal Setting Technique : LGST）」を導入した介
護予防ケアマネジメントによる活動や参加の改善効果、および自立支援に関連する要因を検討
することを目的とした。 
【方法】対象は大阪府和泉市において平成 29,30 年度の通所型サービス C 参加者のうち同意を
得た者を対象とした。 
追跡調査は郵送アンケートを用いた。1年後の分析は、要介護もしくは事業対象者である状態
を維持している者を維持群、介護度が悪化した者を悪化群，介護度の改善および基本チェックリ
ストの判定基準による事業対象者から非該当者に改善した者を改善群とした。 
自立支援に関連する要因の検討は、1年後の改善群と維持・悪化群に分け、通所型サービス C
参加中のデータをもとに検討した。 
【結果】 
 通所型サービス C参加者は 111 名で、中断・キャンセル、非同意などを除く 73 名が通所型サ
ービスの効果の分析対象者であった（表 3）。身体機能はおおむね向上した。IADL の分析では、
屋内家事活動が有意に向上した。 

 
 

参加者31名（事業対象者26名，要支援1,2認定者5名）
平均年齢78歳，女性19名（61.3％）

枠組み

役割 5名

趣味 15名

家事 6名

旅行（4名），庭の手入れ（2名），食事会（2名），
散歩（2名），いちご狩り，盆栽，グランドゴルフ，
ハイキング・山登り

ごみ捨て・洗濯（2名），買い物（4名）

同窓会の幹事，野菜作り(3名），ボランティア活動

生活目標の内容

平成29年度　通所サービスC　

参加前 参加後 p値

認定区分  （％）
非該当者 41 (56.2)
事業対象者 62 （84.9） 21 (28.8)
要支援１ 9 （12.3） 9 （12.3）
要支援２ 2 （2.7） 2 （2.7）

身体機能測定値
握力　　　 （㎏） 22.8±6.3 23.1±6.0 n.s.a

片脚立位　 （秒） 20.3±20.7 27.4±21.8 0.001**a

TUG　　　　　 （秒） 8.3±2.5 7.4±1.8 0.001**a

5ｍ歩行　　　 （秒） 4.5±1.1 4.2±1.0 0.001**a

主観的健康感　５件法 3.13±0.8 3.76±0.9 0.001**a

活動実行あり（1～4は週3回以上）（％）
1)15分以上歩く+趣味活動 （合計点 24 (32.9) 36 (49.3) n.s.b

2)15分以上歩く+社会参加 13 (17.8) 15 (20.5) n.s.b

3)買い物 40 (54.8) 38 (52.1) n.s.b

4)15分以上歩行+買い物 28 (38.4) 36 (49.3) n.s.b

5)屋内家事実行 34 (46.6) 44 (60.3) 0.021*b

活動実行なし（1～5にあてはまらない）（％）21 (28.8) 14 (19.1) n.s.b

a:対応のあるt検定
b：マクネマー検定

 表3　分析対象者の通所サービスC参加　前後変化　n=73 



追跡調査を完了したのは、57 名（78.1％）であった。追跡調査対象者のサービス開始時と 1年
後の介護度の変化は表 4、図 3に示す通り，通所サービス C参加から１年後に、約４割の人が改
善していた。改善者者は 22 名、維持者は 28名、悪化者は 7名であった。 

 
    
 

図 3 1 年後の結果 
 
 維持・悪化群（35 名）と改善群（22名）の比較を行った。結果、属性に差はなかった（表 5）。 
2群の身体機能測定値の開始時と終了時の群間の比較では、片足立位時間とTimedーUp & Go Test
の値に差があった。いずれも改善群の方がバランスや移動能力が高かった（表 6）。通所サービ
ス参加開始時と終了時の活動や参加の実行状況の比較では、終了時に改善群の方が身体活動を
伴う外出、歩行を伴う買い物や家事活動を実行するようになっている人の割合が高くなった。つ
まり、通所型サービス支援時にバランスや移動能力の向上に取り組み、しかも社会参加や買い物
など週に３回以上の屋外歩行を伴うといった活動や参加の向上を支援することで、介護度の悪
化を予防し、１年後の改善にも効果があることが明らかとなった。 

 
 
 
 
 

 

 

表4 追跡調査対象者の介護度の変化
介護度 開始時 １年後

非該当者 0 22
事業対象者 49 18
要支援１ 6 11
要支援２ 2 4
要介護１ 2

　表5　調査対象者の属性　2群の比較結果
維持・悪化群 改善群 P値

性別男／女　 12（34.3％）／23(65.7%) 6（27.3％）／16(72.7%) n.s
年齢 78.23±5.39 76.23±6.39 n.s

維持・悪化群 n=35 改善群 n=22 P値
身体機能測定値

参加時 21.5 ± 7.33 23.9. ± 5.31 n.s
終了時 21.61±6.43 24.61±6.43 n.s

参加時 16.5±18.53 29.13±23.97 0.029
終了時 21.65±18.73 35.18±22.38 0.017

参加時 9.06±1.85 7.22±2.91 0.005
終了時 8.02±1.74 6.72±2.07 0.019

握力

片足立位時間

TUG
TimedーUp & Go Test

表6 通所サービス参加開始時と終了時の身体機能の比較

維持・悪化群 n=35 改善群 n=22 P値

参加時 8(22.9％)／27(77.1%) 12(54.5％)／10(45.5%) 0.015
終了時 9(25.7％)／26(74.3%) 17(77.3％)／5(22.7%) 0.001

参加時 4(11.4％)／31(88.6%) 6(27.3％)／16(72.7%) n.s
終了時 4(11.4％)／31(88.6%) 8(36.4％)／14(63.6%) 0.043

参加時 18(51.4％)／17(48.6%) 14(63.6％)／8(36.4%) n.s
終了時 12(34.3％)／23(65.7%) 16(72.7％)／6(27.3%) 0.005

参加時 11(31.4％)／24(68.6%) 12(54.5％)／10(45.5%) n.s
終了時 12(34.3％)／23(65.7%) 15(68.2％)／7(31.8%) 0.013

参加時 14(40.0％)／21(60.0%) 13(59.1％)／9(40.9%) n.s
終了時 19(54.3％)／16(45.7%) 14(63.6％)／8(36.4%) n.s

表7 通所サービス参加開始時と終了時の活動や参加の実行状況の比較

身体活動を伴う外出(映画，観劇，食事）
          (週３回以上) 有／無

買い物を週3回以上
15分以上歩行していない人も含む

歩行を伴う買い物を週3回以上
屋外家事実行

屋内家事実行

身体活動を伴う趣味の社会参加
          (週３回以上) 有／無



 
４．研究成果 
（研究１）通所型サービス Cの効果的な支援方法について考案した。 
（研究 2）通所型サービス Cの効果的な支援を行うには、身体機能向上の取り組みとともに通い
の場につなげることや生活課題を個別の状況に応じて解決できるよう支援することが重要であ
ると考えられた。 
 
1）Yoshimi Yuri et al.The effects of a life goal-setting technique in a preventive care 
program for frail community-dwelling older people: a cluster nonrandomized controlled 
trial, BMC Geriatrics,(16),2016. 
2）由利禄巳他，地域在住虚弱高齢者の介護予防における活動や参加の向上を目指す生活目標設
定に関する研究，地域ケアリング 20（4）2018．  
3）由利禄巳他，「生活目標設定手法」を用いた多職種協働による介護予防ケアマネジメントの効
果に関する研究，作業療法（38）2019． 
4）由利禄巳他，通所型サービス Cにおける多職種連携の介護予防ケアマネジメントの試み，第
76 回日本公衆衛生学会抄録，2017． 
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